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項⽬ 内容
1.企業情報  業種：銀⾏持株会社

 事業概要：銀⾏、信託銀⾏、証券専⾨会社、その他銀⾏法に
より⼦会社とすることができる会社の経営管理等

 事業規模：連結⼦会社209社及び持分法適⽤会社56社で
構成され、2017年度業務粗利益 38,542億円、連結会社に
おける従業員 117,321⼈

2.削減⽬標
案

＜Scope１・２の削減⽬標と削減に向けた取り組み＞
2050年の温暖化対策⽬標の策定を展望し、持続可能な社会の
実現に貢献するため、国の⽬標と整合的な温暖化対策への取組み
を推進していく。削減の具体策として、本社ビルの再エネ化、電気⾃
動⾞の利⽤拡⼤等を検討中。
＜Scope３の削減⽬標と削減に向けた取り組み＞
Scope3の太宗を占める可能性が⾼いカテゴリー15「投資」（GHG
を⼤量に排出するプロジェクトへの⻑期融資を含む）に関して、ファイ
ナンスを提供する⽕⼒発電（⽯炭、及びOil&Gas）セクター事業
からのGHG排出量算定を検討中。
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項⽬ 内容
3.基準年の
GHGインベ
ントリ[数値は
任意]

 Scope１・２・３の排出量の状況
（以下は2017年度の排出量）

 SCOPE1：
11,836[tCO2]

 SCOPE2：
202,004[tCO2]

 SCOPE3：
10,598[tCO2]

（算定はカテゴリー6
及び8）
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項⽬ 内容
4.気候変動
によるリスクと
機会の分析

 ファイナンスに際して特に留意する事業の⼀つに⽯炭⽕⼒発電セ
クターを設け、⽯炭⽕⼒発電に係る新規与信採り上げに際して
は、OECD公的輸出信⽤アレンジメントなどの国際的ガイドライン
を参考に、⽯炭⽕⼒発電を巡る各国ならびに国際的状況を⼗
分に認識した上で、ファイナンスの可否を慎重に検討している（リ
スク）。

 「地球温暖化・気候変動」への対応を優先的に取り組むべき「環
境・社会課題」の⼀つとして捉え、環境負荷を低減して持続可
能な環境・社会の実現に貢献する取り組み（再⽣可能エネル
ギーの推進と普及、事業法⼈によるグリーンボンド発⾏のサポート
等）を進めている（機会）。

5.削減⽬標
設定の背
景・⽬的・期
待する効果
など

 グローバルな⾦融機関として、低炭素社会への移⾏をはじめとす
る気候変動への世界的な取り組みに関して⼤きな役割を果たし
うる⽴場にいると認識。

 パリ協定、気候関連財務情報開⽰タスクフォース（TCFD）を
⽀持しており、⻑期削減⽬標の設定により、持続可能な社会の
実現に貢献していく。
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項⽬ 内容
6.⽬標設定
のプロセスと
社内の議論

 現在、傘下の銀⾏において、「2030年度における電⼒使⽤量
原単位（電⼒使⽤量/延べ床⾯積）を2009年度⽐で
19.0%削減する」との⽬標あるが、既に26.0%削減を達成。

 パリ協定の2℃⽬標を踏まえれば、更なる削減が必要とされること
から、⾃社電⼒使⽤に関わる再⽣可能エネルギー由来の電⼒
調達を検討すると共に、SBT認定に必要な項⽬の洗い出しを実
施。

7.今後の課
題

 SBTの認定取得のためには、主に以下への対応が必要であり、
今後も継続検討する。
・GHG排出量を算定する連結⼦会社の特定（現状は⼦会社
209社中4社を算定）とデータ収集の態勢整備
・Scope3のカテゴリー15「投資」におけるGHG排出量の算定
・SBT認定基準を満たす削減⽬標を達成するための、具体的な
取組み（再エネ調達の実施等）
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